
１　農業政策の転換と認定農業者数の増加

認定農業者制度は1993年に始まった国の制

度である。各市町村が農業の担い手像(所得等

の一定要件)を策定し、この目標を目指して作

成する農業者の農業経営改善計画を市町村が

認定するものである。認定農業者数は制度発

足以降増加が続き、07年度末には23.9万経営

体に達している(第１図)。

05年の新たな食料・農業・農村基本計画に

おいて、今後の国の施策は、認定農業者、集

落営農組織に重点的に実施していくとされ

た。具体的には、米・麦・大豆等では一定規

模以上を要件とする認定農業者と集落営農組

織を政策の対象とする、品目横断的経営安定

対策が07年産から実施された。また野菜につ

いては07年の秋冬ものから、野菜価格安定制

度が変更され、認定農業者をより多く育成・

確保している野菜指定産地に対して重点的に

支援することになった。さらに豚、肉用牛で

は価格が低落した場合に補填金を交付する事

業の対象が07年度以降は原則として認定農業

者に限定された。

こうした品目ごとの対策に加えて、認定農

業者に対しては、スーパーＬ資金と農業近代

化資金の無利子化措置(07～09年度)をはじめ

とした品目に関わらない各種施策が実施され

ている。

認定農業者は制度発足当初を除き、毎年１

万経営体程度の増加であったが、06年度は05

年度末の20.1万経営体から22.9万経営体へと大

きく増加した。

２ 営農類型別にみる認定農業者の増加の特徴

第２図は、05年度と06年度との営農類型別

の認定農業者の増加数を比較したものであ

る。06年度は07年度からの品目横断的経営安

定対策等の新たな対策の対象品目となった野

菜、稲作、肉用牛、養豚の単一経営で認定農

業者数が大きく増加していることが分かる。

また稲作と野菜、稲作と雑穀・いも類・豆類

等の準単一経営でも増加している。

認定農業者に絞った新たな対策や金融面で

の優遇措置が実施されるなかで、市町村や農

協を中心に認定農業者の育成支援が積極的に

進められたことが認定農業者数の増加に大き

く影響したものといえよう。

6

〈レポート〉農漁協・森組

農中総研 調査と情報　2008.11（第９号）

認定農業者数の増加と農協の農業貸出の変化

主事研究員　長谷川晃生

ここに掲載されているあらゆる内容の無断転載・複製を禁じます。

資料　農林水産省「認定農業者、特定農業法人、特定農業団体の認
定状況」     

（注）　年度末時点の数字　    

25

（万経営体） 

20

15

10

5

0
94 
年 

第1図　認定農業者数の推移 
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３　農協の農業融資の変化

こうしたなかにあって農協の農業貸出にも

変化がでている。当総研が実施した「農協信

用事業動向調査」によると、農業貸出の残高

は減少基調にあるが、新規貸出実行額に占め

る認定農業者の割合は都府県で04年度の

41.5％から07年度の61.8％へ、北海道では同時

期に60.3％から80.3％へと上昇している(第１

表)。また制度資金(全体)の新規貸出実行額の

１件当たりの金額は451万円から654万円へと

増加する傾向にある(第２表)。

農業貸出において認定農業者の占める割合

が上昇した要因としては、資金借入ニーズが

ある農業者の多くが認定農業者になったこ

と、その一方で小規模販売農家の規模縮小、

離農により、認定農業者以外の資金需要が減

少していることが考えられる。

水田農業については認定農業者

以外の農業者は集落営農組織の構

成員となるケースが多い。「農協

信用事業動向調査」によると07年

度の新規貸出実行額に占める集落

営農組織向け貸出の割合は都府県

で5.2％である。集落営農組織によ

る農業機械の購入は今後も進むも

のとみられ、新規貸出実行額に占

める割合は高まっていくものと考

えられる。

農業の構造変化が進むなか

で、農協の農業貸出は農協の

正組合員(約500万人)のなかで

も、少数の認定農業者や集落

営農組織を対象としたものへ

と変化しており、１件当たり

の新規貸出実行額は増加傾向

にある。この傾向は今後とも

続くものとみられ、農協はこ

うした変化を踏まえ、農業資

金の借入ニーズに的確に対応

していくことが必要となるも

のと考える。

（はせがわこうせい）
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（注）　農産物販売額が最も多い部門の販売金額が8割以上を占める経営を「単一経営」、

6～8割を「準単一経営」、6割未満を「複合経営」としている。       
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第2図　営農類型別の認定農業者数の増加状況 
第1図　（０５年度, ０６年度） 
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第1表　農協による農業貸出の新規 
第1表　実行額に占める認定農業者，  
第1表　集落営農組織向け割合    
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資料　農協信用事業動向調査      
（注）1　農協のサンプル調査であり，ｎは回答農協数。 

2　07年度は「平成20年度第1回調査（08年6月
実施），04年度は平成17年度第１回調査」（05
年6月実施）による。 
3　各回調査とも回答方法に推計も含む。また
農業貸出には制度資金も含む。    
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